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産・学・社協同教育（Cooperative Education）は、アメリカでは 20 世紀初め頃から一部の高等
教育機関で始まり現在にまで続く、１世紀ちかい歴史をもつ制度である。 
コミュニティ・カレッジに関しては、1922 年のリヴァーサイド・ジュニア・カレッジ（Riverside 
                             
∗ 東海大学非常勤 





年の Mohawk Valley Community College に求めている。しかし、コミュニティ・カレッジに関する
アメリカの先行研究から判断すると、田中・森本の記述は、必ずしも信頼に足るとはいえない。イ
ールズ（Eells, 1931)等によれば、1920 年代だけでもリヴァーサイド・ジュニア・カレッジ（1916
年創立。カリフォルニア州。現在の名称は Riverside Community College）だけでなく、マリーン・
ジュニア・カレッジ（Marin Junior College、1926 年創立。カリフォルニア州。現在の名称は College 




















ティ・カレッジがまだジュニア・カレッジと呼ばれていた 1920 年代にまで遡れるが、1960 年代以
降は連邦政府の財政的支援も受けるようになる。例えば、1968 年に修正された「職業教育法」では、
ハイ・スクール、職業教育機関、コミュニティ・カレッジの協同教育に対して、1970-1971 年度に
1400 万ドル、1971-1972 年度に 1850 万ドル、1972-1973 年度に 1950 万ドルを補助することが定め
られた。また、同じく 1968 年に修正された「高等教育法」では、コミュニティ・カレッジを含む高
等教育機関の協同教育に対して、1970-1971 年度に 150 万ドル、1971-1972 年度に 160 万ドル、
1972-1973 年度に 170 万ドルを補助することが定められた 3。かかる連邦政府の財政的支援は、支援
対象や条件の修正を伴いつつ、1980 年代も継続された。1990 年代になると、コミュニティ・カレッ
ジの協同教育プログラムを支援する連邦の法律が更に制定された。1990 年修正の「カール・Ｄ・パ
ーキンズ職業教育・応用技術教育法」（Carl D. Perkins Vocational Education and Applied 
Technology Education Act）、1994 年の「学校から就業への機会保障法」（School-to- Work 




協同教育協会（OCEA：Ohio Cooperative Education Association）を挙げることができる。OCEA の
現在のメンバー校一覧（Member Colleges and Universities）を見ると、41 校のうち、９校がコミ
ュニティ・カレッジである。また、コネティカット協同教育協会（Connecticut Cooperative Education 























年次 学生 秋学期 冬学期 春学期 夏学期 
第１学年 Ａ 学習 就業 学習 就業 
  Ｂ 就業 学習 就業 学習 
第２学年 Ａ 学習 就業 学習 就業 
  Ｂ 就業 学習 就業 学習 
第３学年 Ａ 学習 就業 学習 就業 
  Ｂ 就業 学習 就業 学習 
      
表２．２年制、オールタネーティング型（学期単位の就業・学習交代制） 
年次 学生 秋学期 冬学期 春学期 夏学期 
第１学年 Ａ 学習 学習 就業 学習 
  Ｂ 学習 学習 学習 就業 
第２学年 Ａ 就業 学習 就業 学習 












年次 学生 秋学期 冬学期 春学期 夏学期 
第１学年 Ａ 学習 学習 学習 学習 
   就業 就業 就業 就業 
第２学年 Ａ 学習 学習 学習 学習 
   就業 就業 就業 就業 
第３学年 Ａ 学習 学習   
   就業 就業   
      
表４．２年制、パラレル型（１日単位の就業・学習交代制） 
年次 学生 秋学期 冬学期 春学期 夏学期 
第１学年 Ａ 学習 学習 学習 学習 
      就業 
第２学年 Ａ 学習 学習 学習 学習 



























2005 年 秋学期（Fall Quarter）の理工系協同教育プログラム 9は、以下のコースで提供されてい
る（http://www.sinclair.edu/academics/EGR/courses/cavailable/index.cfm 参照）。 
Architectural Technology (建築工学技術) 
Automotive Technology (自動車技術) 
Aviation Technology (航空技術) 
Civil Engineering Technology (土木技術) 
Industrial Design & Graphic Technology (産業デザイン・グラフィック技術) 
Electrical & Electronics Repair (電気・電子機器の修理技術) 
Electronics Engineering Technology (電子工学技術) 
Automation & Control Technology (オートメーション・制御技術) 
Environmental Technology (環境技術) 
Fire Science Technology (消防技術) 
Industrial Engineering Technology (産業工学技術) 
Tooling & Machining Technology (機械工作技術) 
Mechanical Engineering Technology (機械工学技術) 
Plastics & Composites (プラスティック・合成) 
Quality Engineering Technology (品質管理技術) 
Safety Engineering Technology (安全工学技術) 
参加資格として、GPA (Grade Point Average) が 2.0 以上でなければならないと規定されている
が、実際に参加した学生の成績を見ると、GPA 3.0 以上の成績優秀な学生も少なくない。協同教育
プログラムにおける就労に対する報酬は、雇用機関により多少の違いはあるが、有給である場合が
圧倒的に多い。大体時給 10 ドル前後が多く、最高で 15 ドル程度である。参加学生数は、2002 年秋
学期が 202 名、2003 年冬学期が 215 名、2003 年春学期が 190 名である。因みに、シンクレア・コミ
ュニティ・カレッジの学生総数は、約２万人（フル・タイムとパート・タイムの学生は大体半々）
である。受け入れ企業は、ホンダ（Honda of America）や GM などの自動車産業、パナソニックなど
の家電メーカー、およびアメリカの航空機産業が目に付く。 
2005 年 秋学期（Fall Quarter）のビジネスならびにリベラル・アーツ系のプログラムは、以下
のコースで提供されている。 
Accounting (会計学) 
Business Information Systems (ビジネス情報システム) 
Business Ownership (ビジネス所有論) 
 50
Computer Information Systems (コンピューター情報システム) 
Economics & Finance (経済・財政) 
Financial Management (財政運営) 
Hospitality Management (接客管理) 






Real Estate (不動産) 
Travel & Tourism (旅行・観光) 
受け入れ機関は、圧倒的に地元企業や機関が多いようである 10が、ホームページ上では、フロリ
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Bowling Green State University 
Case Western Reserve University 
Cincinnati State Technical & Community College 
Clark State Community College 
Cleveland State University 
College Of Mount St. Joseph 
Cuyahoga Community College 
Defiance College 
DeVry Institute of Technology 
Edison Community College 
John Caroll University 
Kettering University 
Lake Erie College  
Lakeland Community College 
Lorain County Community College 
Marion Technical College 
Miami University - Hamilton 
Northern Central State College 
Northern Kentucky University 
Ohio Northern University 
Ohio State University 
Ohio State University - Lima 
Ohio University  
Ohio University - Lancaster  
Ohio University - College of Communications  
Sinclair Community College（シンクレア・コミュニティ・カレッジ） 
Stark State College Of Technology 
Terra Community College 
University Of Akron 
University Of Cincinnati 
University of Cincinnati - Coll. Of Applied Science 
コミュニティ・カレッジにおけるコーオプ（ＣＯ-ＯＰ）教育 
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University Of Dayton 
University Of Findlay 
The University Of Toledo 
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